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１．はじめに 

 

 本手引きは、宮城県が発注する建設工事現場等において、監督員等が必要とする安全

管理についての知識等をまとめたものです。 

 

 本県においては、昭和 53 年に７人が死亡した土砂崩壊事故をきっかけに「県工事事

故防止対策委員会」を設置し、安全管理体制の整備をはじめ、各工事現場における安全

点検や安全管理に関する研修の実施等、労働災害の防止に取り組んでいます。 

また、事故防止対策を総合的かつ計画的に進めるため、平成８年に第１次県工事事故

防止対策推進計画（５カ年計画）（以下、推進計画という）が策定されて以降、現在は、

第 6 次となる推進計画を定めており、さらには具体的な取組として年度毎の県工事事

故防止対策事業計画（以下、事業計画という）を定め、種々の施策を実施して事故防止

に努めてきました。 

 

 そのような中、県発注工事における労働災害については、東日本大震災前は、２０件

前後を推移してきましたが、震災以降、災害復旧・復興工事の本格化に伴う工事量の増

加とともにＨ２５年にピークを迎え、その後は減少傾向となり、近年は死傷者数が年々

減少しており、震災前の水準に戻っています。 

しかしながら、軽微な事故も含めた災害件数は震災前の２倍以上で推移しており、依

然とて労働災害が多く発生しています。 

公衆災害については、震災以降増加しており、架空線の切断や水道管などの埋設管を

破損させるなど多く発生している状況です。 

 

このことを踏まえて、推進計画及び事業計画に基づき、改めて現場の安全パトロール

や施工体制の点検等を徹底し、現場の事故防止に努めていく必要があります。 
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＜県発注工事における死傷者数（休業 4 日又は全治 30 日以上）の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜県発注工事における死傷者数（全事故）の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜公衆災害（もらい事故、死傷公衆災害、物損公衆災害）の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※統計が開始された H17 年から記載 
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出典：国土交通省中部地方整備局 安全サポートマニュアル 

２．労働安全衛生法及び関係政省令の体系 
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３．宮城県の安全対策関連規則等 

※各規則等の本文は｢７．資料集｣に掲載しています。 

●安全管理監督 

 県工事安全管理監督規程 

  ・安全管理監督職員の設置・職務に関する規程 

 

 県工事安全管理監督実施要綱 

  ・安全点検及び安全管理に係る研修の実施に関し、定めたもの。 

 

●事故防止対策 

県工事事故防止対策委員会設置要綱 

・県発注工事の事故を未然に防止するため、委員会及び幹事会を設置する。 

・副知事が委員長、委員は関係部局長。幹事会は土木部長が幹事長、幹事は関係部局 

副部長。 

 

 県工事事故防止対策事務連絡会議規約 

  ・事故防止対策の円滑な実施を図るため、連絡会議を設置する。 

  ・連絡会議は、関係部(局)課(室)の技術補佐で構成する。 

 

県工事事故防止対策推進計画（５ヵ年計画） 

  ・事故防止対策事業を総合的かつ計画的に進めるため、５カ年ごとに策定。 

  ・第１次推進計画（平成８年～１２年度） 

  ・第２次推進計画（平成１３年～１７年度） 

  ・第３次推進計画（平成１８年～２２年度） 

・第４次推進計画（平成２４～２８年度） 

  ・第５次推進計画（平成２９年～令和３年度） 

  ・第６次推進計画（令和 4 年度～令和 8 年度） 

 

県工事事故防止対策事業計画（年次計画） 

  ・推進計画（５ヵ年）に基づき、年次計画を策定。 

 

宮城県における建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する計画 

  ・建設工事従事者の安全及び健康の確保の取組を計画的かつ効果的に実施するための計 

画を策定。 

 

宮城県建設工事事故防止優良者表彰事務取扱要領 

  ・特に安全管理に努めた現場代理人を表彰するもの。 
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●事故調査 

 

 宮城県土木部安全対策委員会設置要綱、運営要領 

  ・土木部が執行する工事の安全確保を図るため委員会を設置し、休業４日以上または全

治 30 日以上等の事故が発生した場合、事故調査等を行う。 

 

宮城県建設工事事故調査審査会設置要綱、運営要領 

  ・重大事故が発生した各部局の安全対策委員会から要請があったとき、審査会を開催 

する。 

  ・出納局副局長(技術担当)が委員長、委員は関係部局副部長(技術担当)。 

 

 

●関係機関との連携 

 

 宮城県・宮城労働局労働災害防止連絡会議規約 

   ・労働災害防止活動の促進を図り、労働災害防止を目的として連絡会議を毎年開催。 

   ・構成員は、宮城県が土木部長他、関係部局副部長。宮城労働局は、労働基準部長

の他、関係課長。 

 

 

●県工事安全対策関連のホームページ等 

 

・事業管理課ホームページ － 労働安全衛生 －【工事の安全確保】 

 

・庁内リンク集 － 事業管理課 － 【県請負工事監督関連規則等】 

【安全衛生管理の手引き】 
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４．もし事故が起きたら 

 県工事等において、事故が発生した場合は、次頁以降の「県発注工事等の事故発生報

告について（通知）（令和５年１月１６日付け事防委第６号）」に基づき、事故報告をお

願いします。 

 概要は下記のとおりです。 

（１）事故の連絡がきたら 

 ・請負者から事故の連絡があった場合は、下記について確認・指示してください。 

① 人命確保の確認（消防署、警察署への連絡）。 

② 二次災害の防止を指示。 

③ 労働基準監督署及び警察への連絡を指示。 

④ 第１報（様式１）を速やかに提出するよう指示。 

⑤ 一人親方等※の死亡を確認した場合、発注者は労働基準監督署へ電話報告する。 

（２）第１報 

 ・監督する工事(測量業務等も含む)で、事故・労働災害等が発生した場合は、事故の大小

に関わらず、すべての事故について速やかに報告してください。（様式１） 

 ・報告ルートは、主務課経由→事業管理課（事故防止対策委員会） 

 ・死亡事故※や重大事故が発生した場合は、速やかに主務課及び事業管理課へＴＥＬ連

絡してください。（平成２２年５月１２日付け事管第６６号参照） 

（３）続 報 

 ・事故の詳細が分かった時点や、診断書が出た時点など、追記事項があるごとに続報（様

式１）を提出してください。 

（４）事故報告書 

・休業４日以上又は全治３０日以上となった場合等は、事故報告書を提出してください。 

・労働基準監督署や警察の最終見解が出された段階で、提出してください。 

・事故発生後３０日以上経過し、労働基準監督署や警察の見解が未確定の場合は、その

旨を記載し報告書を提出してください。その後、労働基準監督署や警察の見解が確定

した都度、報告書を再提出してください。 

（５）安全対策委員会の開催 

 ・死亡事故や重傷事故(委員長が必要と認めた場合)は、安全対策委員会を開催し、事故調

査等の結果を事故報告書に添付してください。 

 ※一人親方等とは労働者を使用しないで事業を行うも（一人親方）に加え中小事業主、

役員、家族従事者を含めたものをいう。 

※死亡とは当該事故が発生した日から３０日以内に死亡した場合をいう。 

事故の第１報・事故報告の様式は、事業管理課ホームページからダウンロードできます。 

事業管理課－労働安全衛生＞工事の安全確保－事故が発生したら 

＞県発注工事等の事故発生報告について 

http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/jigyokanri/jiko.html 
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022-211-2140

TEL 022-211-3187 FAX 022-211-3292
7-220-8-3187

E-mail :omiya-at316@pref.miyagi.jp
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